
宮崎県北部地域の魅力発見学習支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、宮崎県北部地域の担い手確保や移住・定住を促進するため、宮崎県北部地域の魅

力発見学習に資する講演会や体験学習などを実施する学校等に対し、宮崎県北部広域行政事務組合

（以下「事務組合」という。）予算の定めるところにより補助金を交付することについて、延岡市補助

金等の交付に関する規則（昭和 50年延岡市規則第２号。以下「規則」という。）の例によるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義については、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（1）宮崎県北部地域 延岡市、日向市、門川町、諸塚村、椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町及び

五ヶ瀬町をいう。 

（2）学校等 宮崎県内に所在し、かつ、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）に規定する小学校、中

学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び高等専門学校をいう。ただし、

特別支援学校にあっては、幼稚部及び小学部を除く。 

（3）講師等 宮崎県北部地域内に居住し、又は宮崎県北部地域に所在する事務所若しくは事業所に

勤務する者、または機関をいう。 

（4）補助対象事業 宮崎県内の学校等が主催する、宮崎県北部地域の講師等を活用した、魅力発見学

習に資する講演会や体験学習などをいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による補助金（以下、「補助金」という。）の交付の対象となる者（以下「補助対象者」

という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 前条第１項第２号に掲げる学校等 

(2) 学校等に在籍する者５人以上により構成される団体 

(3) 前２号に掲げるもののほか、代表理事が適当と認めるもの 

 

（補助対象経費、補助金の額及び補助率） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という）、補助金の額（1,000円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）及び補助率は、別表に定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、事務組合で実施する「児童生徒の体験交流支援事業」又は「大学を活か

した交流連携事業」との併用は認めないものとする。 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、事務組合魅力発見学習支援補

助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて事務組合理事会代表理事（以下「代表理

事」という。）に提出しなければならない。ただし、第３条第２号に掲げるものについては、在籍する

学校等を通じて申請しなければならない。 

 



（1）魅力発見事業計画書（様式第２号） 

（2）魅力発見事業予算書（様式第３号） 

（3）その他代表理事が必要と認めるもの 

２ 補助金の交付申請は、事業実施日の７日前までに行うものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 代表理事は、前条の規定による申請があった場合において、その内容の審査の結果、補助金を

交付すべきものと認めるときは、補助金の交付の決定をし、速やかに事務組合魅力発見学習支援補助

金交付決定通知書により申請者に通知するものとする。 

 

（補助事業の変更及び中止） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業について次の各号

に掲げるいずれかの重要な変更をしようとするときは、あらかじめ事業計画変更承認申請書（様式第

４号）により代表理事に申請し、承認を受けなければならない。 

（1）補助事業の実施日の１か月を超える変更 

（2）補助事業の講師の変更 

（3）補助交付決定額からの増額及び 20％を超える減額となる変更 

（4）その他補助事業の重要な部分に係る変更 

２ 交付決定者は、補助事業を中止しようとするときは、事業計画中止承認申請書（様式第５号）によ

り代表理事に申請し、承認を受けなければならない。 

３ 代表理事は、前２項の規定による申請を承認したときは、前条の規定に準じ交付決定者に通知する

ものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、事業終了後、実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて代表理事に

提出しなければならない。 

（1）魅力発見事業実績書（様式第７号） 

（2）魅力発見事業決算書（様式第８号） 

（3）補助対象経費に係る領収書の写し 

（4）記録写真 

（5）講演会又は体験学習の内容の分かる資料 

（6）その他、代表理事が必要と認めるもの 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 代表理事は、前条の規定による報告を受け、その内容の審査の結果、適正であると認めるとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、速やかに事務組合魅力発見学習支援補助金交付額確定通知書に

より補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１０条 補助対象者は、前条の規定による補助金の額の確定通知を受けたときは、補助金請求書（様

式第９号）により補助金の請求を行うものとする。 



２ 代表理事は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取り消し等） 

第１１条 代表理事は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

  (1) 事業を実施しなかったとき。 

 (2) 規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

 (3) 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

 (4) 補助金の交付に係る補助対象経費の払戻しを受けたとき。 

 (5) その他補助金の交付が不適当であると代表理事が認めたとき。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 代表理事は、前条の規定により補助金の全部又は一部の交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、補助金返還請求通知書により期限を定めて、その返還を求める

ものとする。 

 

（関係書類の備置き） 

第１３条 補助事業者は、事業の状況、費用の収支その他実施した補助対象事業に関係ある事項を明ら

かにする書類及び帳簿を補助対象事業完了後５年間備え置かなければならない。 

 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、代表理事が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

類型 
補助対象経費 

の区分 
補助対象経費 

補助金の額 

（限度額） 
補助率 

【類型１】 

補助事業者が講師を

訪問 

①バス借上料等 学校等が支払った移動に係る以

下のいずれかの経費 

⑴ 貸切バス 

学校等の移動に要した貸切バス

の借上料及び有料道路利用料 

⑵ 学校所有バス 

「延岡市職員等の旅費及び費用

弁償に関する条例」に基づき、学

校等から開催地までの範囲で、

最も合理的な経路及び方法での

移動に要した距離に 37 円/㎞を

乗じた額の燃料費 

1台あたり 

60,000円 

2分の 1 

②会場借上料 事業開催会場及び会場に付属す

る機器（冷暖房、音響機器等）の

借り上げにあたり学校等が支払

った費用 

15,000円 2分の 1 

③報償費 学校等が講師へ支払った報償費

（謝金）の額 

30,000円 10分の 10 

【類型２】 

講師が補助事業者へ

訪問 

①会場借上料 類型１の②に同じ。 15,000円 2分の 1 

②費用弁償 学校等が講師へ支払った旅費に

係る費用のうち下記に該当する

もの 

⑴ 交通費 

市内から目的地までの範囲で、

最も合理的な経路及び方法によ

り移動した場合の公共交通機関

の運賃及び料金として、補助事

業者が支払った費用。ただし、ビ

ジネスクラス、グリーン車等特

別に付加された料金は、対象外

とする。 

⑵ 宿泊費 

宿泊費用として、補助事業者が

支払った費用 

15,000円 10分の 10 

③報償費 類型１の③に同じ。 30,000円 10分の 10 

※いずれも４月１日から翌年の２月 28日までに実施するものであること。 

 


